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研究成果の概要（和文）：公立学校の「信頼の低下」が言われ、その公共性・正統性が揺ら

いでいる近年の状況を踏まえ、パネル調査を含む 4 回の質問紙調査に基づき、ソーシャ

ル・キャピタル（特に信頼）とコミュニティ意識や社会参加の関連構造について検討し、

以下の諸点を明らかにした。①学校を含む種々の組織・団体の信頼が低下している。②

それらの組織・団体の中で、大学や学校への信頼度は相対的に高い。③好ましい学校経

験は、組織・団体への信頼や教育観、社会観、社会参加、地域への愛着、一般的信頼など

の形成・促進に正の影響を及ぼす。 

 
 
研究成果の概要（英文）：This study investigated the relationship among social capital (trust 

in particular), school experience, sense of community, social participation and others, based 

on the four-times questionnaire survey (partially, panel survey). Major findings include the 

following: (1) Trust in social organizations and associations have has been shaking and low, 

not only in public schools but also in Government, political parties, local governments, 

hospital, mass media, private companies and others; (2) Among them, the trust in school 

and university as well as in hospital is relatively high; (3) Good school experiences tend to 

have positive effects on trust, image and feeling about education and society, social 

participation, Love for hometown, and others. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 1980年代半ば以降、学校教育、とりわ
け公立学校の「信頼の低下」が言われ、学校
批判・教師批判が盛んになり、特に次の三点
でラディカルな教育改革が進められてきた。
①1980 年から「ゆとりと充実」をスローガ
ンに掲げた学習指導要領の実施、1992 年か
らの学校週 5日制の導入・拡大と「新しい学
力観・学習観・評価観」の導入などが進めら
れたのに対して、学校完全 5 日制になった
2002 年以降は「学力向上」を重視する改革
が進められてきた（2002 年実施の学習指導
要領の 03年の一部改訂、2007年からの全国
学力学習状況調査の実施など）。②「学校の
多様化と選択肢の提供」が重要だとして、中
等教育学校の新設や学校選択制の導入など
の教育制度改革が進められ、さらに近年は選
択制の小中一貫校の新設も出始めている。③
2006年の教育基本法の改正、翌 07年の教育
三法の改正などの法令改正や、教員免許更新
制の導入、学校評価・教員評価の導入などの
改革により、学校・教員の統制が強化され、
もう一方で教員の多忙化が進んだ。④「信頼
される開かれた学校づくり」を目的とした学
校情報の公開・提供と、保護者・地域住民の
学校参加（学校評議員制度、学校運営協議会）
の促進や学校支援ボランティア・学校支援地
域本部の拡充などが図られてきた。 

(2)上記(1)のような「第 3 の教育改革」と
言われるラディカルな改革が四半世紀にわ
たって進められてきたが、「公立学校の信頼
の低下」論や学校批判・教師批判はその後も
続いており、しかも、特に上記①～③の改革
については、是非や有効性・適切性をめぐっ
て意見が分かれており、教育現場や教育研究
者の間では一連の改革に対して批判的な見
方が多いように見受けられる。 

 

２．研究の目的 

-本研究は、上記のような「研究開始当初の
背景」、とりわけ公立学校・教師の「信頼の
低下」が言われ、学校教育の公共性・正統性
が再審され、教育の新自由主義的・成果主義
的な改革が進む今日の状況を踏まえ、ソーシ
ャル・キャピタル（SC）を中核概念とし、初
等・中等教育を中心に学校教育の意義・役
割・要件とその再構築の可能性について、主
に次の 4つの作業課題を理論的・実証的に探
究し考察するものである。 

(1)ソーシャル・キャピタルの概念・視座とそ
の教育との関係に関する理論的検討 

(2)学校教育の意義・役割・機能と理念的・制
度的要件に関する比較社会学的検討 

(3)学校教育、特に公立学校の教育を支える基
盤としてのソーシャル・キャピタル（SC：
主に制度・組織に対する信頼とコミュニテ
ィのありよう）に関する実証的研究 

(4)国内における優れた教育改善の取組みと
SCとの関係に関する事例研究と都道府県
別・市区町村別の SCと教育に関する計量
的研究 

 

３．研究の方法 

 上記「２．研究の目的」欄に記載した四つ
の作業課題について以下の方法で実施した。
(1)＆(2)：主に文献研究と国際学会等の機会
やメール等による諸外国の研究者との情
報・意見交換により行った。 

(3)：本研究の中核を構成するオリジナルな研
究として国内において以下のような４回の
質問紙調査を実施した。 

①主な調査項目：社会的な制度・組織・団体
とその担い手（職業人）に対する信頼、時々
の教育・社会事象（年金記録問題、食品偽装・
汚染問題、尖閣問題等に関する情報の公開と
信頼度、社会参加・コミュニティ意識、教育
観・社会観・政治観、生活満足度、学校体験、
一般的信頼、性別・年齢・学歴・所得・就業
状況や購読新聞その他のフェース・シート項
目、東日本大震災・福島原発事故関連の諸項
目（第 4回調査のみ；政府・自治体・東電・
原子力保安院・原子力専門家等の対応と提供
情報に対する評価、家族・友人・故郷・絆・
地域コミュニティ・自衛隊・消防団・ボラン
ティア等の評価など） 

②サンプル数：第 1回＆第 2回は各 2000；
第 3回・第 4回は各 2500；2回目以降は継続
サンプルと新規サンプルからなる部分的な
パネル調査 

③調査方法：Web質問紙調査 

④調査時期：各年度 2月～3月 

(4):国内における優れた教育改善の取り組む
については訪問視察・ヒアリングと資料収集
により行い、都道府県別・市区町村別の SC

と教育に関する計量的分析については『統計
でみる市区町村の姿』（総務省統計局）や『民
力』（朝日新聞社）の統計データの分析とそ
のデータを上記(3)の質問紙調査データにマ
ッチング入力することによる分析を行う（継
続作業中） 
 
４．研究成果 
 研究成果は多岐にわたるが、ここでは本研
究のうち最もオリジナリティの高い上記「２．
研究の目的」欄及び「３．研究の方法」欄に
記載した作業課題(3)SC と教育に関する質問
紙調査に基づく研究成果のごく一部を記載
する。 

(1)組織・団体に対する信頼については、政党
と政府に対する信頼度が最も低く、信頼でき
ない計（信頼できない+あまり信頼できない）
の 4 回平均は政党 88％、政府 83％で、かつ
大きな変化はない。次いで中央省庁が低く、
信頼できない計・平均は 69％だが、3、4 回



 

 

目はやや改善した。次いで低いのは生命保険
会社 59％と市役所 50％だが、両者とも年ご
とに改善し４回目は前者 54％、後者 44％と
なった。信頼度が最も高いのは大学と病院で
信頼できない計・平均 33％、次いで公立中学
校が同 35％だった。この結果やその他の結果
より、教育改革論議やマスコミ等で言われて
きた公立学校に対する「信頼の低下」は、公
立学校に特有の問題というよりも、社会的組
織・団体（特に公的セクター）に対する広範
な「信頼の低下」傾向（批判的言説）が強ま
っているという文脈（風潮）のなかで起こっ
ている可能性を示唆している 

(2)好ましい学校体験（楽しかった、いい教師
に出会った、いい友人に出会った）は、教育
組織への信頼や、教育観、生活観、社会観、
社会参加、地域への愛着、一般的信頼などに
総じて他の変数よりも大きい統計的に有意
な正の効果を示した。この一連の結果は、た
とえ公立学校に対する信頼の低下が社会的
組織・団体（特に公的セクター）に対する広
範な「信頼の低下」傾向（批判的言説）と連
動して起こっているとしても、「好ましい学
校体験」を積み重ねていくことができるよう
に学校教育の改善・充実を図っていくことの
重要性を示唆している。 

(3)東日本大震災・福島原発事故関連では、次
の諸傾向が確認された。①「震災前から重
要・大切だと思っていた」割合が 5 割以上だ
った「家族・親戚」と「仲間・友人」を除く
10 項目について 4 割～6 割が「震災をきっ
かけに重要・大切だと思うようになった」と
回答した(ボランティア、故郷、地域交流、消
防団、自治体、自衛隊については 5 割以上)。
②震災・原発事故をきっかけに生き方・暮ら
し方について考えるようになったかという
質問に 71％が「そう思う」と回答した。③復
旧復興が迅速に進まなかった原因について
は、地震・津波被害の大きさと原発事故の併
発が 69％で突出し、除染・瓦礫処理の難しさ、
政府の対応の不適切・不十分さが続いた。こ
の一連の結果は、SC としての社会的な制
度・組織・団体や地域コミュニティについて
の意識（愛着を含む）や社会参加意思は平常
時には潜在的だが、それらの存立基盤が揺る
がされる危機に直面した時に覚醒・自覚され
行動・実践レベルでも活性化する傾向がある
ことを示唆している。 

(4)以上のような諸結果・諸傾向（仮説）を踏
まえるなら、公立学校及びその他の公的セク
ターの組織・団体やその営みと担い手に対す
る「信頼の低下」は、そうした低下を声高に
主張する政策論議やマスコミなどによって
扇動・醸成されてきた面があると解釈するこ
ともできる。 
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